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Relationship-Building Process between DMOs and Regional 
Stakeholders in Destination Management 







This study is concerned with the relationship between DMOs and regional stakeholders in Destination 
Management. We examine the theory of “Ba” again and make the analyzing framework called “Organizing 
Cycle”. From the case study of Snow Country Tourism Zone, we suggest two important points for DMOs. First 
one is that DMOs should set a core vision and make efforts to act continuously based on it because regional 
stakeholders behave in their regions with referring to DMOs. As time passes, the relationship among them have 
been building. Second one is that DMOs should support regional stakeholders with respects for them. With 
findings from the case study, we propose a new framework of analysis about Destination Management named 









16 大野 富彦 
 
国は現在，日本版DMO（Destination Management/Marketing Organization）を推進している。これは，観
光産業の舵取り役として期待されるものであり，2020 年までに世界水準の DMO を全国で 100 組織形
成するとしている。2018 年 7 月 31 日時点で，広域連携DMO8 件，地域連携DMO48 件，地域 DMO30










 本稿の構成は以下の通りである。2 章は，観光地経営および DMO に関する先行研究レビューと，




と日本版DMO に向けた含意を述べる。7 章が本稿のまとめと今後の研究課題になる。 
 
































調整をしていく役割がDMO にはある(UNWTO, 2007, p.4)。DMO には，ネットワーク・マネージャー









DMO の成功につながることもある。観光地経営と DMO の成功には正の相関がみられるのである
(Volgger and Pechlaner, 2014, p.71)。Bornhorst ら(2010)は，事例研究を基に DMO の成功要因を示してい
る。これは，カナダにある 25 の観光地のDMO や地域ステークホルダー（行政を含む）に対するイン
タビュー等によるもので，人的資源や財源の豊富さ，地域ステークホルダーとの関係など（インプッ
ト変数），マーケティング戦略の実施状況など（プロセス変数），観光客数などの経済効果（アウトプ
ット変数）に分けて成功要因を整理している。インタビュー結果では，回答者の 60％が DMO と地域
ステークホルダーの良好な関係を成功要因に挙げており，それが，観光地経営の成功にとって重要だ
と答えている(Bornhorst, Ritchie and Sheehan, 2010, p.585)。 







政府は，2016 年 3 月に策定した「明日の日本を支える観光ビジョン」において，政府目標として，









p.21）。2016 年には，日本人 1 人あたりの国内宿泊観光旅行の回数は 1.39 回（前年比 2.9%増），宿泊






























体である単独の市町村の区域の 3 つがある。DMO 機能を担う法人が計画書を作成し，地方公共団体
と連名で応募することが求められる。登録された法人は日本版 DMO とされ，関係省庁から支援を受
けることができるようになる。 
日本版 DMO の活動には，多様なステークホルダーと協働して地域の稼ぐ力を創出するとともに 3，
そこに住んでいる人が誇りと愛着を持てることや訪れる人の満足をもたらすことが求められる。具体
的には，先の 3 つの不十分を踏まえて，日本版 DMO には，以下の役割が求められている。 
a. 観光地経営において，多様なステークホルダーと合意形成をはかること 
b. 継続的にデータを収集･分析し，データに基づいたブランディング等の戦略を策定すること。そし
て，戦略の目標達成について KPI（Key Performance Indicators：主要業績評価指標）を設定し，PDCA
サイクルを繰り返して改善をはかっていくこと 
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が建設的だと思われる。「場」については，新製品開発の研究から始まった野中ら（1996）の知識創造



































































































































・雪国観光圏 代表理事 井口 智裕 氏 
日本版DMO（観光地域づくりプラットフォーム）推進研究会の代表理事 
越後湯澤 HATAGO 井仙 代表取締役 
旅館の 4 代目として家業を継ぎ，2005 年越後湯澤 HATAGO 井仙としてリニューアル。2008 年には
周辺 7 市町村で構成する雪国観光圏をプランナーとして立ち上げと運営に尽力。現在は観光庁の観光
産業検討会議の委員も務める。 
・まんま 代表社員 柳 一成 氏 
一般社団法人雪国観光圏 専務理事 
松之山温泉 ひなの宿 ちとせ 専務 





































バー）が約 8 人おり，年に 1 回，1 週間程度，自費で海外視察研修に行き，ビジョンや課題を共有し
ている。本業がある中で，毎年，自費で 1 週間とは，かなりのものである。地域を活性化していこう
とする互いの覚悟を確認する機会だと言える。 








ンド確立支援事業（2017 年までの 5 年間）に採択された。そして，2016 年に日本版DMO 候補法人に
登録され，2017 年に，候補法人がとれ日本版DMO となり現在に至っている。以上に関する雪国観光
圏の活動の流れ（計画ベース）は図 3 の通りになる。 
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長野県（栄村）の 3 県 7 市町村をマーケティング･マネジメントの対象とする地域連携 DMO である。
マネジメント体制は，自治体側の雪国観光圏推進協議会と民間側の雪国観光圏がある。全体の意思決
定機関として，毎月 1 回雪国観光圏戦略会議を開催し，両組織で事業等の情報を共有している。また，




言される。戦略会議には，3 県 7 市町村の行政担当，観光関連組織が一堂に会する場であり，当然，
後に説明するまんまも出席し，情報共有がはかられる。 
 




理職をペルソナにした事業や DMC（Destination Management/Marketing Company）への支援を行ってい
る 9。具体的な事業には，BtoG 事業（行政向け），BtoB 事業（事業者向け），BtoC 事業（顧客向け）







b. BtoB 事業：「SAKURA QUALITY（サクラクオリティ）」という宿泊施設の品質管理のための認証制
度がある。これは，1 つ星から 5 つ星の 5 段階で認証評価するものである。また，「雪国 A 級グルメ」
という食の認証も行っている。こちらは旅館や飲食店などを 1 つ星から 3 つ星で認証評価するもので











 現在は，BtoG 事業が全体の事業費の約 4 割を占めているが，徐々に，BtoB 事業，BtoC 事業が増え
ており，以上のようなビジョン等に沿った旅行商品を企画し，継続的に実施している。 














まんまは，第四銀行が実施した「観光地活性化支援事業」の提言を契機に，2008 年 4 月に設立され
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5.3.2. 雪国観光圏との関係 












































































































































































御礼申し上げます。なお，本研究は JSPS 科研費 JP18K11866 の助成を受けて作成したものである。 














6. 雪国観光圏は 2016 年 11 月 12 日，2017 年 2 月 26 日，2018 年 3 月 7 日，7 月 5 日，まんまは 2017
年 6 月 30 日にそれぞれ 2 時間程度インタビューした。 
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